
第4号議案

　実施団体：一般社団法人　全国管洗浄協会

　実施期間：2024年4月～2027年3月

　基本目標：排水管清掃業の認知度と技術力向上、協会活動の活性化

　目指すべき将来像

部・委員会の担当は下記のとおりです。

1 協会事業（管理部主幹）

厚生労働大臣認定制度への取り組み

委員会

総務

広報

技術

支部活性化

2 教育訓練事業（技術委員会主幹）

現在おこなっている資格講習の事前講習として、初心者向けの実技（基礎）講習を開催する

また、技能人材を育成していく観点から1級技士の資格導入も協議する

委員会

技術

支部活性化

広報

総務

支部内で現行資格・基礎講習
への意見、要望の取りまとめ
を行う。

支部が技術委員会の企画に参加
し、地域ごとの実情を踏まえ、意
見をすり合わす。

講習会運営の積極的参加によ
り各支部講師の育成に協力す
る。

支部活性化と連携し、現行資
格と基礎講習に対する要望等
を確認し取り決める。

取り決めた内容を技術委員へ展開
するとともに、技術委員の活動情
報を会員へ広報する。

基礎講習の内容を会員および
一般に広く告知する。
受講者向けのアンケ－トをま
とめる。要望等を技術委員と
共有する。

新規設計企画の予算立てを共
有する。

同企画の予算実行について協会内
での調和を取る。

２年目（作成）2025年 ３年目（実施）2026年

基礎講習の課題・設備の新規
設計を計画する。

仕様書・手順書の作成。資機材・
課題設備の準備と制作をする。

東京(横浜)より実施。加えて大
阪・福岡での実施。評価と改
善を行う。

1年目（計画）2024年

認定制度基準を満たすため、
資格講習の課題設備・テキス
ト・手順書の精査を行う。

資格講習を認定制度に準じた形で
導入し実施する。

資格講習を継続しながら、更
なる改善を行い、開催地の追
加・増回を計画する。

認定制度基準要件を各支部に
周知し、支部において資格講
習受講生の増加に向けて計画
する。

認定制度に準じた講習に向けて、
支部会員の指導者を育成する。

受講者の推移、指導者の育成
状況を検証する。

大臣認定の取得要件の確定。
申請までの計画書の作成。申
請書類の作成。

大臣認定への申請。
【合格】新資格講習予算案作成。
【不合格】不合格理由のフィード
バック。再度申請へ。

【合格】新資格講習の開催。
結果を検証して次年度に向け
て予算を検討する。

全管協ニュースやホームペー
ジを活用して、取り組みの経
緯や進捗状況を伝える。

業界内外への告知方法を検討する
とともに実施時期が決まり次第、
予告報道を行い、広く社会にア
ピールする。

受講者の募集情報や開催情報
を広く告知し、新たな情報提
供の方法についても検討す
る。

第3期 アクションプラン（3年計画）

厚労省が実施している社内検定認定制度の改正により、当会が実施している排水管清掃技士資
格講習も内容が要件を満たせば大臣認定を受けることができるため、大臣認定を受けるための
調整を行う

1年目（計画）2024年 ２年目（作成）2025年 ３年目（実施）2026年

●排水管清掃技士資格講習の大臣認定取得により、技士の意識向上や社会的地位の確立と技術の
　向上をめざす

●人材のすそ野を広げるため基礎講習を実施し、快適な居住環境を提供するための土台を創る

●協会の支部活動を活発化させ、会員メリットの向上と業界のイメージアップを図る
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3 支部事業（支部活性化委員会主幹）

各支部で外部講師を招いてセミナーや講習会を開催する

委員会

支部活性化

技術

広報

総務 内容の精査、予算の検討 開催場所の決定、支部との連携
開催の結果を検証して次年度
に向けて予算を検討する。

1年目（計画）2024年 ２年目（実施）2025年 ３年目（検証）2026年

各支部会員が欲している情報
を収集する。

各支部が取り組み内容を決めて実
施する。

各支部で実施した内容を検証
して展開する。

セミナーや講習会の内容を検
討する。

酸素欠乏危険作業主任者、高所・
閉所の安全作業、洗浄薬品の取り
扱いなどの開催を支援する。

検証並びに継続実施

各支部で開催するセミナーや講習
会の案内を紙面やＨＰを通じて広
報する。

開催の結果を検証して広報す
る。


